
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title
地域における産業構造の変化とその地域特性に関する

研究

Author(s) 池端, 包広; 柿崎, 文彦; 権田, 金治

Citation 年次学術大会講演要旨集, 11: 274-279

Issue Date 1996-10-31

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/5571

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



2D7 地域における 産業構造の変 ィヒ とその地域 特 ，性に関する 研究 

0 池端 色広 ( 東京電力 ), 柿崎文彦 ( 科技庁・科学技術政策研 ), 
権 田令 治 ( 東海大国際科学技術政策 ) 

Ⅰ・ はじめに 

地域経済の振興施策は「生産拠点を 中心とした誘致型の 地域経済開発」から 地 
域における科学技術の 振興、 すなわち「技術革新を 活性化させるための 研究開発 
拠点、 の整備を中心とした 自律型の地域経済開発」へと 政策のパラダイムが 転換し 

ている。 

そうした状況の 下で、 全国各地に単なる 工業団地とは 異なる様々な 産業開発 拠 
点 C S & T パーク ) が整備されているが、 インキュベータ 一の運営、 産学官の共 

同体制の枠組み 等解決しなければならない 課題の存在が 指摘されている。 

諸課題を解決する 前提として、 科学技術資源の 重要な一 つ であ る産業の地域的 

な立地と集積、 すなわち地域における 産業構造の特性の 時系列的な変化を 明らか 
にすることが 重要であ る。 

そこで本研究では、 工業統計表 ( 産業 編 ) の産業中分類 21 業種の事業所数 ( 及 

び 従業者数、 製品出荷額 ) のデータを踏まえて、 新たな構造変化指数を 用いて産 

業 構造の変化とその 地域特性に関して 考察を加えた。 

2 . 構造変化指数 

(1)  産業立地特性指数 : ILI  (Industrial  Location  Index) 

I L I 三 (1/2) X 叉 (Ar i/Ar) 一 (An i/An) 
  

Ari,r 業種の土県の 事業所数 ( 及び従業者数，製品出荷額 ) 

Ar,r 業種の全国の 事業所数 ( 及び従業者数，製品出荷額 ) 

Ani,i 県の全事業所数 ( 及び従業者数，製品出荷額 ) 

An, 全国の全事業所数 ( 及び従業者数，製品出荷額 ) 

1 1   」 1 は全業種 (21 業種 ) の分布の全国平均を 基準にⅡ業種の 47 都道府県 短め 分布状態が近似あ るいは乖離している 状態を示す指数であ る。 す な わ ち 、 この 指 

数はあ る業種の事業所数等が 特定の都道府県に 集中しているか、 あ るいは全国的 
に 分散しているかを 示し TLI は産業の立地特性を 示すことになる。 
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r 業種の国内シェアと I L I の経年変化を 調べることにより、 個々の業種の 成 

長あ るいは衰退する 過程から、 産業立地の特性を 評価することができる。 

(2)  地域産業構造転換指数 : CI/RIS  (Conversion  lndeX  of  Regional 

Industrial  struc 屯 ure) 

C@I/R@I@ S@@ (1/2)@ x@ S@ KA@i@ r/A@i)-(An@ r/An) 
  

Air, i 県の r 業種の事業所数 ( 及び従業者数，製品出荷額 ) 

Ai, i 県の全業種の 事業所数 ( 及び従業者数，製品出荷額 ) 

Anr, r 業種の全事業所数 ( 及び従業者数，製品出荷額 ) 

An, 全国の全事業所数 ( 及び従業者数，製品出荷額 ) 

C I /R I S は全国の製造業の 事業所数 ( 及び従業者数、 製品出荷額 ) の分布 

状態と、 i 県における事業所数 ( 及び従業者数、 製品出荷額 ) の分布状態の 異な 
りの程度を示す。 このため、 C I /R I S は我が国全体と 個々の都道府県の 特性 

を 示すこととなり、 これを地域産業構造転換指数と 呼ぶ。 
上式は C I Ⅰ R l S が小さくなるほど 全国平均に近づき、 最小値 0 は i 県の業 

種の分布状態が 全国平均 と 一致することを 示す。 

i 県の事業所数 ( 及び従業者数、 製品出荷額 ) の変動と C ⅠⅠ R I S の経年 変 
化を調べることにより、 同県内における 産業構造転換の 特性を評価することがで 

きる。 

(3)  産業集中係数 : CIA  (Coefficient  of  Industrial  Accumulation) 

21 業種の 47 都道府県別の 産業集中を表わす 係数として産業集中係数 (C I A) 
を次式 により定義する。 

C@ I@ A@(A@ r@ i@/A@ r)/(An@ i/An) 

Ari: i 県 。 の r 業種の事業所数 ( 及び従業者数、 製品出荷額 ) 

Ar: 全国の r 業種の事業所数 ( 及び従業者数、 製品出荷額 ) 

Ani: i 県の全事業所数 ( 及び従業者数、 製品出荷額 ) 

An: 全国の全事業所数 ( 及び従業者数、 製品出荷額 ) 
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C I A は、 i 県における r 業種の事業所数 ( 及び従業者数、 製品出荷額 ) が全 

国におけるⅠ業種の 事業所数 ( 及び従業者数、 製品出荷額 ) に占める構成比と、 
i 県における全業種の 事業所数 ( 及び従業者数、 製品出荷額 ) が全国の全事業所 
数 ( 及び従業者数、 製品出荷額 ) に占める構成比に 対する比率であ る。 これは 異 なる構成比間の 相対的な大きさを 示すための係数であ る な C I A が Ⅰ と る 場合は i 県における r 業種の構成比が 全国平均 と 一致するこ 

とを意味し、 一方、 C I A が 0 となることは i 県に r 業種が存在しないことを 表 

ゎす 。 

3 , 産業立地特性パ タ ン 

電気機械の事業所数は I L I の減少を伴って 増加しており、 全国的に分散しな 

がら成長しているといえる ( 図 - ⅠⅠ。 

38.000  事業所数と産業立地特性指数の r 図円 推移 ( 電気機械 ) 
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1992 年と 1980 年の輸送用機械の 事業所数を比較すると 事業所数は増加している 
が、 I L I は増加しておりどちらかといえば 特定の地域に 集積して成長したとい 
る え く図 -2)  0 
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図 -2  事業所数と産業立地特性指数の 推移 ( 捕送 月機械 ) 
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4. 地域産業構造転換パ タ 

東京都の従業者数の C I /R I S は、 1985 年までは減少傾向であ ったが、 1986 
年以降はわずかながら 増加傾向にあ る。 一方、 従業者数自体は 終始減少傾向であ 
り、 特に 1986 年以降の減少が 顕著であ る ( 図 - の 。 

図 -3  従業者数と地域産業構造転換指数の 推移 ( 東京都 ) 
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愛知県の従業者数の C I /R I S は増加傾向であ り、 従業者数自体も 増加傾向 
であ る。 地域の比較優位性のあ る特定産業に 依存する方向で 雇用機会を増やして 
い る とい える ( 図 -4) 0 

図 -4  従業者数と地域産業構造転換指数の 推移 ( 愛知県 ) 
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5 . 産業集中パターン 
東京都においては、 軒並み従業者数が 減少するなかで、 出版印刷と武器だけ 

が 、 地域優位性を 高めて生き残りを 図っている ( 図 -5) 。 

麿至き 増減率 一十一 1992 年 C Ⅲ 一 +++19 ㏄ 年 C Ⅲ 
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図 -5  東京都の産業集中 ( 従業者数 ) 
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愛知県においては、 輸送用機械等の 重加工産業が C I A の上昇を伴って 増加 

し、 産業構造が転換していることを 示す。 特に既に集積した 輸送用機械がますま 
す 競争力を高めながら 成長している ( 図 -6) 0 
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0 ． 6 

  
0 ， 5 

ま 0 ， 4 
  
簗 0 ・ 3 
" Ⅱ 

笘 0 ． 2 
    
旺のの 0 
ⅠⅠ ノ の目 億 

  
興一 0 ． 3 

一 0 ． 4 

  

2.5 

  

1 ゐ 

  

0 ． 5  き 

  

。 珪 
丘 + 一 0 ● 5 

軽丑 
一 1 

紳 一 1.5 

一 2 

図 -6  愛知県の産業集中 ( 従業者数 ) 

6 . まとめ 

本研究は地域産業構造特性の 変化を分析するための 新たな手法を 開発し、 産業 
の立地特性、 地域の産業構造転換・ 集中の数値化を 試みたものであ る。 地域の産 
業 構造特性の変化は 多様であ り、 明瞭なパターン 分類はできないが 地域からの自 
律的な経済発展のためには、 産業の立地特性とあ わせて地域の 産業構造特性を 的 確に把握する 必要があ ると思われ る 

以上 
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